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③「情報誌VotersNo.63」を発行しました。

主権者教育だよりへの情報掲載について
主権者教育だよりでは、主権者教育や選挙啓発に関する総務省や各選管などの取組みを広く情報発信してい

ます。自分たちの取組みやイベントを紹介してほしいという希望にも可能な限りお応えしますので、ぜひご連
絡ください。なお、配信は毎月月末を予定しています。
【問合せ先】

総務省自治行政局選挙部管理課選挙啓発係 中南･林･福田 Tel：03-5253-5574 FAX:03-5253-5575

新潟県選挙管理委員会では、若年層の政治意識及び投票率の向上を図る

ため、高校２年生の自分から“19歳となった自分”に向けて、政治・選挙

のメッセージを贈る啓発資料「届け！未来レター」を新たに作成しました。

進学や就職で親元を離れるなどし、大きく下がる19歳の投票率、いわゆ

る「19歳の壁」に少しでも風穴を開けようと始めた試みです。

未来レターは、高等学校の社会科等の授業の参考資料として、県内の高

等学校等に配布し、県選管が回収・保管した後、本人が19歳を迎える年度

の、最初にある国政・県政選挙に合わせて一斉に発送します。

メッセージを書いてくれた高校生が19歳となった時、高校生の時に学び

考えたことや、未来の自分へ贈るメッセージを読んで、選挙の意義を再認

識してもらうとともに、投票に参加してもらえたらと思います。

④19歳の投票率向上に向けた取組「届け！未来レター」（新潟県選挙管理委員会）

⑤主権者教育アドバイザー 越智 大貴（ＮＥＸＴ ＣＯＮＥＸＩＯＮ 代表）

63号の特集 は「当事者意識と社会参加」です。投票率の向上には、社会の諸課題に
対して当事者意識を持たせること、社会の一員であることを示唆することが必要です。
これらを踏まえ「公共哲学」「主権者教育」「選挙権の拡大」を切り口に、山口大学
の小川仁志先生、内閣府の合田哲雄氏、駒澤大学の村井良太先生、宇都宮市立篠井小
学校の小栗英樹先生にご執筆いただきました。
また、東京大学の宍戸常寿先生から「AIとデモクラシーの関係に関する覚書」と題

した寄稿、東京都狛江市からは知的障がいや発達障がいのある児童・生徒へ主権者教
育を行うために作成した「わかりやすい主権者教育の手引き」について紹介をいただ
いております。
その他、徳島県の阿部会長からの明推協リレーコラム、当協会の佐々木毅会長から

「民主政の試練」をテーマとしたコラム、連載「イギリスのシティズンシップ(主権
者)教育」の第４回等を掲載しています。
是非ご覧ください。

【問合せ先】（公財）明るい選挙推進協会Tel：03-6380-9891

②特例郵便等投票における手続の説明動画について
特例郵便投票の手続の流れについて説明する動画を作成

しました。総務省動画チャンネルで公開しています。動画
は「投票用紙等の請求手続」と「投票手続」に分けて作成
しました。選挙の際、制度の案内や手続の説明等にご活用
ください。

【総務省動画チャンネル】
〈請求手続編〉https://www.youtube.com/watch?v=C_1-KJ0s7jY

〈投票手続編〉https://www.youtube.com/watch?v=dR8mBXsHmK4&t=0s

【特例郵便等投票のWEBページ】
https://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/tokurei_yuubin.html

【令和３年８月】

2011年より、学校や行政と協働する教育NPOの立場から、子ども・若者が
社会の仕組みを楽しく学び合う探求教育活動や体験交流プログラムを提供し
てきました。こうした取り組みを行う中で、ご縁があり、主権者教育アドバ
イザーとして講座や講演活動をさせていただいています。
学校への出張講座は、ワークショップをしながら政治や社会についてみん

なで学び合う講座を行っています。また講演活動では、これまでの取り組み
の成果や課題、主権者教育の意義などについてお話させていただいています。
（もちろんオンラインでも対応可能です。）
若者の政治参加が求められる中、NPOの活動に参加している中高生・大学生による報告も積

極的に行っています。子ども・若者の社会貢献活動など、様々な場面で皆様のお力になれれば
幸いです。お気軽にお問い合わせください。

～若者向け啓発活動紹介～～総務省からのお知らせ～

～明るい選挙推進協会からのお知らせ～

～主権者教育アドバイザー紹介～

①選挙管理委員会による主権者教育等に関する調査結果の公表について

選挙管理委員会による主権者教育等に関する調査結果（令和２年度実績）を集計し
ました。調査報告書は総務省ホームページにて公開します。
今回の調査報告書には、選挙管理委員会の取組状況について、各項目毎に調査結果

を示しています。また、コロナ禍において事業実施の検討事項やオンラインによる実
施状況等について集計結果を盛り込むとともに、各選挙管理委員会において実施され
た事業について、具体例を取り上げながらまとめた内容となっております。
コロナ禍においてどのように主権者教育を推進していくか、今後の取組にお役立て

ください。
選挙管理委員会の皆様には調査にご協力頂きありがとうございました。

【参考URL 新潟県選挙管理委員会ホームページ内】

https://www.pref.niigata.lg.jp/site/senkyo/1356780189959.html

【参考URL「主権者教育アドバイザー制度」はこちら】

https://www.soumu.go.jp/senkyo/senkyo_s/news/senkyo/education_adviser/index.html
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